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1. 建学の精神・大学の基本理念 

 開智国際大学（以下「本学」という）の前設置母体である学校法人日本橋女学館（平成29年4

月1日、学校法人開智学園と合併）は、明治37（1904）年に「日本橋女学校」（後に「日本橋高等

女学校」）を設立し、明治 38（1905）年から日本橋地区の子女教育のために学校経営を開始した。

この時以来、建学の精神を「質実穏健」と定め、その後設立された「日本橋女学館短期大学」を全

面改組して設立された男女共学の四年制大学である「日本橋学館大学」（平成27（2015）年に「開

智国際大学」に改名）でも、これを継承し今日に至っている。 

 平成 26（2014）年 3 月に、学校法人日本橋女学館は、開智学園との合併を視野に入れて、「日

本橋・開智教育グループ」を結成した。そして、平成 29（2017）年 4 月 1 日に、両法人の合併に

合わせ、「教育学部」を新設し、リベラルアーツ学部を届出により「国際教養学部」に改組して、2

学部 2 学科の大学として、「世界の人々と文化を理解・尊敬し、教育あるいは国際教養分野の専門

性を生かし、平和で豊かな国際社会の実現に貢献できる人材を育成する」を基本理念に据えて、新

たな一歩を踏み出している。 

 

 本学の使命・目的については、学則第1章総則 第1条（目的）に「本学は、総合的創造的な学

術技術を研究教授して、社会においてこれを躬行実践、 気品知徳の模範として指導的役割を果た

す人材を育成するとともに、広く国際社会全体の平和と文化の発展に寄与することを目的とする。」

と定めている。 

 次に、学則第2章組織 第3条第2項に、教育学部教育学科について、「教育を通して社会に貢献

する使命感を持ち、教育に対する深い理解と専門的な知識並びに実践的指導力を有し、新しい教育

的な課題に対応できる教育者の養成を主たる目的とする。」とし、国際教養学部国際教養学科につ

いて、「日本を学び、異文化を学び、グローバル社会に対応できる英語を学び、それらを基盤とし

て社会に貢献できる能力をもつ人材の養成を主たる目的とする」としている。このような本学の教

育を通して、学生は、幅広い知識と専門的な知見、対人関係能力、問題解決能力、柔軟な対応力、

実践的指導力、英語をはじめとする語学力を身につけることができる。 

 

２．沿革 

「建学の精神」でも語られているように、本法人は 100 年を越える歴史を持つ。それを母体とし

て育った本大学は、その価値ある歴史と伝統を活かすとともに、学校法人開智学園との合併を機に、

新しい時代に適応する活力を持った大学でありたい。 
 

明治37(1904)年 (社)日本橋区教育会に対し日本橋女学校（本科定員140名、修業年限４年）の設立認可 

明治38(1905)年 日本橋蛎殻町第一幼稚園舎で開校式挙行。『質実穏健』の教育方針訓示 

明治38(1905)年 5月1日、第一幼稚園舎で授業開始（創立記念日の起源） 

明治39(1906)年 
高等女学校令に基づく私立日本橋高等女学校（4年制）に組織変更認可 

（当時、東京府下の高等女学校は府立4校を含めて7校） 

明治43(1910)年 柳原川岸三号地元千代田小学校跡に移転。修業年限5年､定員400名に変更 

大正 4(1915)年 財団法人日本橋女学館設立認可 

昭和22(1947)年 学制の改革により私立日本橋女学館中学校となる 

昭和23(1948)年 私立日本橋女学館高等学校設置。私立日本橋女学館中学・高等学校と総称 

昭和26(1951)年 財団法人日本橋女学館より学校法人日本橋女学館に組織変更認可 

昭和30(1955)年 創立50周年記念事業実施 
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３．学事関係  

・平成30年 4月3日      入学式（新入生141人） 

・平成30年 4月4日～6日   ガイダンスウィーク 

 （履修ガイダンス、学生生活ガイダンス、健康診断等） 

・平成30年 4月7日       前期授業開始 

・平成30年 7月27日      前期授業終了 

・平成30年 9月13日      後期授業開始 

・平成30年10月27日・28日   柏学祭 

・平成30年11月22日      学園研修 

・平成31年 1月12日      後期授業終了 

・平成31年 3月20日          第13回卒業式（卒業生25人） 

 

４．教育研究組織 

 ［資料04］ 

昭和40(1965)年 創立60周年記念式典（秩父宮妃ご来臨） 

昭和54(1979)年 市川学校園研修センター（寄宿舎、テニスコート、グランド）完成 

昭和61(1986)年 日本橋女学館短期大学設置認可。入学定員／秘書科100名・英語科100名 

昭和62(1987)年 日本橋女学館短期大学開学（初代学長：角井 宏） 

平成 7(1995)年 創立90周年記念式典 

平成11(1999)年 日本橋学館大学設置認可。入学定員／人文経営学部人文経営学科250名 

平成12(2000)年 日本橋学館大学開学（初代学長：小谷津孝明） 

平成12(2000)年 日本橋学館大学開学式、日本橋学館大学第一回入学式 

平成13(2001)年 日本橋女学館短期大学閉学 

平成16(2004)年 
日本橋学館大学人文経営学部人文経営学科を3学科（人間関係学科、国際経営学科、文化

芸術学科）に組織改組 

平成17(2005)年 創立100周年記念式典 

平成18(2006)年 第二代学長：横山幸三 就任 

平成21(2009)年 
日本橋学館大学人文経営学部をリベラルアーツ学部に全面改組。3 学科(総合経営学科・

人間心理学科・総合文化学科、入学定員225人)を設置。教職課程・学芸員課程を設置。 

平成23(2011)年 入学定員150名に変更 

平成24（2012）年 第三代学長：北垣日出子 就任 

平成26（2014）年 学校法人開智学園との合併を前提として「開智・日本橋教育グループ」を結成 

平成27（2015）年 大学名称を「開智国際大学」へ変更 

平成29（2017）年 
学校法人日本橋女学館は学校法人開智学園を存続法人として合併。教育学部開設。リベラ

ルアーツ学部を国際教養学部に改組。 
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５．法人役員・評議員・教職員の概要 （平成30年5月1日現在） 

[役員]  

 

[評議員]  

・寄附行為第24条第1項（理事会推薦評議員会選出）-----（8名） 

木村真寿美、関根 均、菅沼 健児、那須野泰、一円 尚、布田 淳 

青木 瞳、久保田道子 

・寄附行為第24条第2項（卒業生）-----（2名） 

清水紀美子、木村和孝 

・寄附行為第24条第3項（学識経験者理事会選出）-----（17名） 

 青木 徹、北垣日出子、仁平 勝、和田靖之、小田原榮、石坂眞一、大村泰三 

小山 勲、川邉寛子、山本泰人、三田芳裕、青木淳子、宍戸隆一、山田德兵衛 

加藤友信、山本順二、柴原宜幸 

    

[専任教職員]  

法人本部        教員： 0名  職員： 6名 

開智国際大学      教員：31名  職員：18名 

開智高等学校      教員：92名  職員：11名 

開智未来高等学校    教員：38名  職員： 2名 

開智日本橋学園高等学校 教員：22名  職員： 7名 

開智中学校       教員：61名  職員： 4名 

開智未来中学校     教員：16名  職員： 1名 

開智日本橋学園中学校  教員：33名  職員： 2名 

開智小学校       教員：36名  職員： 4名 

開智望小学校      教員：23名  職員： 8名 

開智国際日本語学校   教員： 5名  職員： 1名 

 

職  名 氏  名 寄附行為上の選任条項 

理 事 長 青木 徹 第6条 第1項 

常任理事 北垣 日出子 第6条 第2項 

常任理事 仁平 勝 第6条 第2項 

常任理事 木村 真寿美 第6条 第3項 

常任理事 和田 靖之 第6条 第3項 

理 事 小田原 榮 第6条 第3項 

理 事 石坂 眞一 第6条 第3項 

理 事 大村 泰三 第6条 第3項 

理 事 小山 勲 第6条 第3項 

理 事 川邉 寛子 第6条 第3項 

理 事 山本 泰人 第6条 第3項 

理 事 三田 芳裕 第6条 第3項 

理 事 青木 淳子 第6条 第3項 

監 事 黒須 誠治 第7条 

監 事 田中 宏幸 第7条 
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法人合計：421名 

 

６．教育活動 

６－１ 教育課程 

平成 29(2017)年度に教育課程の改定を行い、本年度より、教育学部と国際教養学部の２学部体

制となった。以下、学部毎に分けて記載する。また、旧学部としてリベラルアーツ学部も並行して

存続しているため、こちらも上記２学部に続き、記載する。 

 

６－１－１ 教育学部 

教育課程（学部・学科の構成） 

学生は入学時から各専攻・コースに所属する。初等教育専攻は、6歳～12歳の学齢期の児童を対象と

し、中等教育専攻は、13 歳～18 歳の学齢期の生徒を対象とする教育を行う。初等教育専攻では小学校

教員一種免許状を、中等教育専攻では、中学校教員一種免許状（英語・国語）ならびに高等学校教員一

種免許状（英語・国語）を取得できる。 
 

カリキュラム・ポリシー 

教育現場、教科、学級経営の力量を自律的に実践レベルまで向上させる。学級経営を基盤とした学校

づくりの基礎を修得し、教員組織の一員としての役割を果たせる教育者を育成するためにカリキュラム

を編成する。本学では、学生たちに実践的指導力を養成するという観点から、科目の配当年次を、4 年

間を5つの期に分けて構成している。 
 

教育学部 ――― 教育学科 ――― 初等教育専攻 

                 ――  中等教育専攻 ――― 英語コース 

                            ―― 国語コース 

期 到達目標 学年 ねらい 主な科目・内容 

第
一
期 

教職への意欲向上期 
 
・学生が教えられる立場から見た教員で

はなく、職業人としての教員について具

体的なイメージを獲得した上で、教職課

程で積極的に学ぼうとする意欲を持た

せる。 
・現実を見据えた実践的な話題を多く学

ぶことで、問題解決能力を養成する。 

１セメスタ

ー 
（1 年次前

期） 

・学校教育の基本を

理解する。 
・職業人としての教

員について具体的な

イメージを獲得し、

教職課程で積極的に

学び、教職への夢と

希望をふくらませ

る。 

・「青年心理学」、「教育学

概論」、「教職論」等の授

業で教育の理念や歴史・

思想、学校教育の意義や

教員の役割を理解する。 

第
二
期 

学校教育理解期 
 
・教育についての視野を広げ、人間、子

どもについての理解を深める。 
・教育課程の編成に関する理論。知識を

習得し、年間指導計画や学習指導案を分

析することで、学習指導要領の各教科の

目標・内容との関連を理解する。 

２セメスタ

ー（1年次後

期） 

・児童生徒の心身の

発達を理解し、状況

に応じて的確な判断

ができる基本的なコ

ミュニケーションス

キルを身につける。 

・「教育行政学」、「教育課

程論」、「心身の発達と学

習過程」、「教育心理学」、

「発達心理学」等で、児

童生徒の発達に応じた学

習指導、生徒指導のあり

方を学ぶ。 
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本学の教育課程の概要（教育学部教育学科） 

第
三
期 

基礎的教育実践力養成期 
 
・4 年次に教育実習を行うためには、3
年次終了時点で満たしていなければな

らない要件がある。大学から実習校に学

生を送り出すにあたって、それに見合っ

た知識・技能・態度が身についているか

どうかを判断し、実習校での実習を円滑

に実施したい。3年次前期の時点までに、

基礎的教育実践力を養成する。 
（この時期に実習校の内諾を得る） 

３・４・５

セメスター

（2 年次前

期～3 年次

前期） 

・２年次から本格的

な「教職科目」の履

修をスタートさせ

る。 
 
・教育実践に必要な

実践的指導力を身に

つけ、多様な教育実

践を経験する中でそ

れを高めていく。 
 
 

・２年次前期に履修する

「道徳教育の理論と方

法」、「生徒指導論」、２年

次後期の「特別活動の理

論と方法」、「学級経営

論」、「進路指導論」等で、

学習指導、生徒指導に関

する実践的指導力を養成

する。 
 
・２年次前期より開講の

「初等教育教育法」・「教

科教育法」で行う模擬授

業において、各教科の内

容と指導法を修得し、実

践的指導力を身につけて

いく。 
 
・２年次前期から３年次

前期にかけて連続して履

修する「教職研究Ⅰ・Ⅱ・

Ⅲ」を通じて、学校現場

における観察等を行い、

教育実習に備える。 
・介護等体験の実施 

第
四
期 

発展的教育実践力養成期 
 
・実習を行う目途がついた時点で、4年

次前期に行う教育実習に向けて、3年次

後期からその準備に入り、発展的教育実

践力を養成する。 
・教育実習の事前指導～直前指導～実習

～事後指導を行い、実践的に教育や学校

について学ぶ。 

６・７セメ

スター（3
年次後期～

4年次前期） 
 
 
 

・教育実習に向けて、

教科専門科目を徹底

的に学習する。 
・教育実習を経験す

る中で、教員として

必要な資質能力を理

解・修得する。 

・３年次後期の「初等教

育教育法」及び「教科教

育法」の授業において、

各教科のより高度な指導

法を学ぶ。 
 
・「国際バカロレア教育研

究」、「青少年と情報メデ

ィア」等において、新し

い教育課題を探求、理解

する。 
 
・教育実習の事前指導 
・教育実習 
・教育実習の事後指導 
 

第
五
期 

自発的自己研鑽期 
 
・教職課程の総まとめ 
 

８セメスタ

ー（4年次後

期） 

・自らの履修履歴や

教育実習を振り返

り、課題を発見し、

不足している力を身

につける努力をする

ことにより、学び続

ける素地を作る。 

・教職実践演習において、

履修カルテを用いて、今

不足している力をどのよ

うに身につけていくかを

探求、実践していく。 
 

科目区分 教育学部教育学科 備考 

共
通
科
目 

英語 14単位（必修10単位）  
論理的思考／表現 8単位  

リ
ベ
ラ
ル
ア
ー
ツ 

基
礎 

人文科学 14単位 

・総合分野以外の3分野以上 
6単位選択必修 

社会科学 12単位 

自然科学 10単位 
外国語 6単位 

総合 2単位（必修2単位） 
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卒業に必要な最低単位数 

卒業に必要な単位数は以下のとおりである。本学入学前に大学又は短期大学において修得した単位を

本学で学修したものとみなし、単位を認める場合がある。また、本学では、単位互換協定（交流協定）を締結

した大学へ特別聴講学生として留学することができる制度を設けている留学期間中は在学扱い（本学が定める

卒業要件を満たせば、この制度により留学しても４年間での卒業が可能）となり、留学先の大学で修得した単

位は、本学で修得した単位とみなし認定される。なお、各学年への進級条件に関する規定はない。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

履修制限単位 

卒業には、上記の卒業必須単位の26単位を含めた、最低126単位が必要であるが、学修を無理なく計画的

に行うことを目的として、1年間で履修可能な単位数を45単位までと定めている。 

 

６－１－２ 国際教養学部 

スポーツ／健康 4単位  
情報 6単位（必修2単位）  

専
門
科
目 

教育の基礎 28単位 ・初等教育専攻必修10単位 
・中等教育専攻必修10単位 

教育を支える心理学 26単位 ・初等教育専攻必修 2 単位＋選択必修 4 単

位 
・中等教育専攻必修 2 単位＋選択必修 4 単

位 

教育者としての専門性 30単位 
 

・初等教育専攻必修10単位 
・中等教育専攻必修10単位 

児童教育の専門科目 30単位 ・初等教育専攻必修 8 単位＋選択必修 6 単

位 

英語教育の専門科目 28単位 ・初等教育専攻英語コース必修14単位＋選

択必修6単位 
国語教育の専門科目 
 

28単位 ・中等教育専攻国語コース必修14単位＋選

択必修8単位 

教
職
科
目 

小学校 31単位 ・初等教育専攻必修20単位 
 

中学校・高等学校 27単位 ・中等教育専攻英語コース必修6単位 
・中等教育専攻国語コース必修6単位 

共通 6単位  
ゼミナールⅠ～Ⅳ 12単位（必修12単位）  

科目区分 最低修得単位数 

共通科目 
必修  14 

選択必修  6 

学部の専門科目 

必修  12 

選択必修 

（専攻・コースによって異なる） 
 50 

学部の専門科目 

共通科目 
 44 

合計126単位以上  



8 

教育課程（学部・学科の構成） 

 

カリキュラム・ポリシー 

 国際教養学部国際教養学科では、下図のような4つのクラスター（科目群）の組み合わせ方によ

り構成される4つのパースペクティブ（観点）を中心に、グローバル社会を生き抜く多様な人材の

育成を目指す。科目の配当年次にあたっては、理論的理解を中心とした「基礎」、演習科目を中心

とした「応用」、実践的な科目を中心とした「実践」の3つの段階を経て、各パースペクティブを、

よりミクロな視点からよりマクロな視点で、知的な理解から体験的な理解につながるよう体系的に

編成する。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
Human Studies 

国際教養学部 ――― 国際教養学科 

パースペクティブ Human Studies 

クラスター 人間理解科目群＋文化・言語理解科目群 

学修水準 配当年次 ねらい 内容 

基礎 1〜2年次 

人の心や、文化・社会の成り立ちや

構造を理解し、それらを研究対象と

する学修態度と思考方法を修得す

る。 
 

・高校から大学へと学修内容や学修ア

プローチが変化したことを理解し、本

学部が目指すグローバル社会を生き抜

くことの意味や理念的目標を理解す

る。 
・国際教養総合講座やさまざまな国の

「生活と文化」といった必修科目を中

心に「人」と「生活や文化」がいかに

つながっているかを理論的・概念的に

理解する。 

Human Studies 
（人間理解 ＋ 文化・言語） 

Social Studies 
（地域・経済 ＋ 国際社会） 

Local & Regional Studies 
（人間理解 ＋ 地域・経済） 

Global Studies 
（文化・言語 ＋ 国際社会） 

図：国際教養学部の専門カリキュラムの構造 
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Local & Regional Studies 

 
Social Studies 

応用 3年次 

フィールドワークや研究プロジェ

クトを通して、人の心、生活や文化、

言語に触れ、研究対象の発見とそれ

を研究するための方法を修得する。 

・国際教養総合演習を軸に、人や文化

に関する研究の「問い」を理論的枠組

みから、応用・実践的枠組みへと移行

させる。 
・各クラスターに設けてある演習科目

を中心に、理論的理解から体験的理解

へと理解の質を向上させる。 

実践 4年次 

多種多様な心理的・文化的・言語的

背景を有する「人」を理解し続ける

精神と態度をグローバル社会での

一つの生き方として修得する。 

・実習やゼミ／卒業論文を中心に、多

角的視点から「人」や「文化」が常に

探究し続ける価値のある存在や対象で

あることを理解し、国際人としてのア

イデンティティを確立する。 

パースペクティブ Local & Regional Studies 

クラスター 人間理解科目群＋地域・経済理解科目群 

学修水準 配当年次 ねらい 内容 

基礎 1〜2年次 

人と地域と経済がどのように関係

しあい、発展するかのプロセスを理

解する視点を修得する。 
 

・高校から大学へと学修内容や学修ア

プローチが変化したことを理解し、本

学部が目指すグローバル社会を生き抜

くことの意味や理念的目標を理解す

る。 
・国際教養総合講座や様々な国の「生

活と文化」といった必修科目を中心に、

人が作る「地域」や「経済」、地域や経

済が作り出す「人と人とのつながり」

を理論的・概念的に理解する。 

応用 3年次 

地域社会の構造を、フィールドワー

クを通して学習し、地域社会におけ

る課題の発見とそれらを研究する

ための方法を修得する。 

・国際教養総合演習を軸に、地域社会

における課題を研究の「問い」として

昇華させ、応用・実践的枠組みへと移

行させる。 
・各クラスターに設けてある演習科目

を中心に、理論的理解から体験的理解

へと理解の質を向上させる。 

実践 4年次 

グローバル社会におけるコミュニ

ティの形成と役割・機能を理解し、

地域社会の発展に貢献するスキル

と思考力を養う。 

・実習やゼミ／卒業論文を中心に、多

角的視点から「人」と「コミュニティ」

と「経済」が織りなす地域社会に貢献

できる自由な発想力や問題解決力を修

得させる。 

パースペクティブ Social Studies 

クラスター 地域・経済理解科目群+国際社会理解科目群 

学修水準 配当年次 ねらい 内容 

基礎 1〜2年次 
グローバル時代における各国経済

や企業活動について理解し、それら

を研究対象とする学修態度と思考

・高校から大学へと学修内容や学修ア

プローチが変化したことを理解し、本

学部が目指すグローバル社会を生き抜
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Global Studies 

 
 

方法を修得する。 
 

くことの意味や理念的目標を理解す

る。 
・国際教養総合講座や様々な国の「生

活と文化」といった必修科目を中心に、

「地域」と「経済」と「国際社会」が

いかにつながっているかを理論的・概

念的に理解する。 

応用 3年次 

フィールドワークや研究プロジェ

クトを通して、グローバル時代にお

ける各国の経済事情や企業の活動

に触れ、研究対象の発見とそれを研

究するための方法を修得する。 

・国際教養総合演習を軸に、各国経済、

企業活動、国際社会に関する研究の「問

い」を理論的枠組みから、応用・実践

的枠組みへと移行させる。 
・各クラスターに設けてある演習科目

を中心に、理論的理解から体験的理解

へと理解の質を向上させる。 

実践 4年次 

グローバル時代における各国の経

済事情や多国籍企業の活動を理解

し、地域から世界を、また世界から

地域を分析する能力を修得する。 

・実習やゼミ／卒業論文を中心に、世

界をまたいで「地域」の発展や「経済」

の動きに関心を持ち、グローバル社会

における問題の分析と解決策の提案が

できる能力を身につける。 

パースペクティブ Global Studies 

クラスター 国際社会理解科目群＋文化・言語理解科目群 
学修水準 配当年次 ねらい 内容 

基礎 1〜2年次 

グローバル社会における文化や言

語、世界の動きについて知り、それ

らを研究対象とする学修態度と思

考方法を修得する。 
 

・高校から大学へと学修内容や学修ア

プローチが変化したことを理解し、本

学部が目指すグローバル社会を生き抜

くことの意味や理念的目標を理解す

る。 
・国際教養総合講座や様々な国の「生

活と文化」といった必修科目を中心に

各国の「生活や文化」と「国際社会」

の結び付きについて理論的・概念的に

理解する。 

応用 3年次 

フィールドワークや研究プロジェ

クトを通して、多様な文化・言語に

触れ、研究対象の発見とそれを研究

するための方法を修得する。 

・国際教養総合演習を軸に、各国の文

化事情や国際社会に関する研究の「問

い」を理論的枠組みから、応用・実践

的枠組みへと移行させる。 
・各クラスターに設けてある演習科目

を中心に、理論的理解から体験的理解

へと理解の質を向上させる。 

実践 4年次 

多種多様な文化的・言語的背景の中

で、人々が相互に理解し、コミュニ

ケーションを図る精神と態度をグ

ローバル社会での一つの生き方と

して修得する。 

・実習やゼミ／卒業論文を中心に、異

文化の本質的理解を深めた「グローバ

ルリテラシー」を身につけ、国際社会

に貢献できる力を身につける。 
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本学の教育課程の概要（国際教養学部国際教養学科） 

 
卒業に必要な最低単位数 

卒業に必要な単位数は以下のとおりである。本学入学前に大学又は短期大学において修得した単位を

本学で学修したものとみなし、単位を認める場合がある。また、本学では、単位互換協定（交流協定）を締結

した大学へ特別聴講学生として留学することができる制度を設けている留学期間中は在学扱い（本学が定める

卒業要件を満たせば、この制度により留学しても４年間での卒業が可能）となり、留学先の大学で修得した単

位は、本学で修得した単位とみなし認定される。なお、各学年への進級条件に関する規定はない。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

履修制限単位 

卒業には、上記の卒業必須単位の26単位を含めた、最低126単位が必要であるが、学修を無理なく計画的

に行うことを目的として、1年間で履修可能な単位数を1～3年次までは42単位、4年次は50単位までと定め

ている。 

 

６－１－３ リベラルアーツ学部 

平成 26(2014)年度に教育課程の改定を行ったため、リベラルアーツ学部内で２つのカリキュラ

科目区分 教育学部教育学科 備考 

共
通
科
目 

英語 14単位（必修10単位）  
論理的思考／表現 8単位  

リ
ベ
ラ
ル
ア
ー
ツ 

基
礎 

人文科学 14単位 

・総合分野以外の3分野以上 
6単位選択必修 

社会科学 12単位 

自然科学 10単位 
外国語 8単位 

総合 4単位（必修2単位） 
キャリア 10単位  

スポーツ／健康 4単位  
情報 6単位（必修2単位）  

専
門
科
目 

国際教養 
総合講座 8単位（必修8単位） ・国際教養の選択科目として、総合演習の

中から最低4単位履修する必要がある。 総合演習 12単位（必修4単位） 

人間理解 62単位  
地域・経済 56単位  

文化・言語 52単位 
・8 か国の生活と文化に関する科目は、文

化・言語の選択科目として 4 単位履修す

る必要がある。 

国際社会 70単位  
ゼミナールⅠ～Ⅳ 12単位（必修12単位）  

科目区分 最低修得単位数 

共通科目 
必修  12 

選択必修  10 

学部の専門科目 

必修  20 

選択必修  8 

選択  50 

学部の専門科目 

共通科目 
 26 

合計126単位以上  
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ムが並行して運営されることになった。両カリキュラム共、１学部３学科体制（リベラルアーツ学

部・総合経営学科／人間心理学科／総合文化学科）で実施されている。共通科目、専門科目および

年間修得制限単位数に変更が生じているが、カリキュラム・ポリシーの主な変更は、共通科目にお

ける英語教育と基礎教養のさらなる強化を目指した点にあり、専門科目の目的や趣旨は旧カリキュ

ラムから変更していない。そのため、下記の「教育課程編成の概要」においては、主に共通科目に

ついて、変更点を明記する。 

 

教育課程（学部・学科の構成）[新・旧カリキュラム共通] 

 

教育課程編成の概要 

 

 

卒業に必要な単位数は以下のとおりであるが、他大学等で修得済みの単位を、原則 60 単位まで

組み込むことが可能である。なお、各学年への進級条件に関する規定はない。 

卒業に必要な最低単位数[旧カリキュラム] 

現カリキュラム（リベラルアーツ学部）― 平成21(2009)年度に改定された教育課程。 

総合経営学科 

人間心理学科 

総合文化学科 

共通科目 

[旧カリキュ

ラム] 

基礎科目 

教養科目 

キャリア科目 

外国語科目 

スポーツ健康科目 

補習教育的科目(英語・国語・数学)を含む 

 

 

1年次必修（第1・第2外国語） 

1年次必修を含む 

共通科目 

[新カリキュ

ラム] 

英語 

論理的日本語表現 

プレゼンテーション 

アクティブワーク 

リベラルアーツ基礎 

 

キャリア 

スポーツ・健康 

情報 

1・2年次必修 

 

 

 

人文科学／社会科学／自然科学／外国語／総合，所属学科指

定科目（必修）を含む 

1年次必修を含む 

1年次必修を含む 

1年次必修を含む 

専門科目 

（各学科） 

導入的な科目 

各専門の中心科目 

発展的な科目 

1年次 

2～4年次 

3・4年次 

クロスオーバー履修 

（他学科も履修可能） 

ゼミナールⅠ～Ⅳ 

卒業研究 

1～4年次必修 

4年次必修 

 総合経営学科・総合文化学科 人間心理学科 

共通科目 8（必修） 8（必修） 

自学科の専門科目 
72 

（内、必修20を含む） 

74 

（内、必修22を含む） 

自学科の専門科目 

共通科目 

他学科の専門科目（注） 

46 46 
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卒業に必要な最低単位数[新カリキュラム] 

（注）両カリキュラムとも、クロスオーバー履修制度により、他学科の専門科目（ゼミナール・卒業研究を除

く）の修得単位数を、選択科目として組み込むことができる。 

 

履修制限単位 

（注）新カリキュラムでは特に探求型授業に力を入れており、これまで以上に予習・復習が多くなるため、無

理なく計画的に履修が行えるよう、各学年における上限単位数を旧カリキュラムと比べ少なく設定している。 

 

本学で、指定科目を履修することによって取得できる資格は、次のとおりである。 

取得できる資格 

 

 

６－２ 各学部の教育目的 

６－２－１教育学部 

教員の使命は、子どもたちが、生涯にわたって自分の能力と可能性を最大限に高め、さまざまな人た

ちと協調・協働しながら、自己実現と社会貢献を図ることができるように、子どもたちが自ら課題を発

見し、それを解決できるよう導くことである。また、グローバル化の進展に伴う激しい国際競争の中に

あって、自分というものをしっかりと持ち、かつ国際的に活躍できる人材の育成が必要になる。そのよ

うな子どもを、発達段階に即した方法で指導できる教員こそ、今求められている人材である。 

合  計 126 128 

 総合経営学科・総合文化学科・人間心理学科 

共通科目 
28 

（内、必修18を含む） 

自学科の専門科目 
64 

（内、必修14を含む） 

自学科の専門科目 

共通科目 

他学科の専門科目（注） 

34 

合  計 126 

 1・2・3学年 4学年 

旧カリキュラム 54単位 制限なし 

新カリキュラム 42単位 44単位 

資 格 主たる対象学科 

秘書士、上級秘書士、上級秘書士(国際秘書) 

全国大学実務教育協会 総合経営学科 
情報処理士、上級情報処理士 

カウンセリング実務士 全国大学実務教育協会 
人間心理学科 

認定心理士 日本心理学会 

中学校教諭一種免許状（英語・国語・社会） 
総合文化学科のみ 

高等学校教諭一種免許状（英語・国語・公民） 

学芸員 全学科（ｸﾛｽｵｰﾊﾞｰ履修） 
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そこで本学科では、以下の5つの要素を備えた教員を、大学の授業と学校現場での実践で養成するこ

とを目標とした。 
  
１．国際的視野、教養・知性を持った教育者 

使命感、責任感、情熱を持ち、基本的な学力と教養、知性、国際的な視野を身につけ、社会に貢献

する強い意志と倫理観を持った教育者。 
 
２．コミュニケーション能力を持った教育者 

コミュニケーション能力、情報を集め、取捨選択し、活用する能力を持ち、自律的に学び、生涯に

わたって自己研鑽のできる教育者。 
 
３．カウンセリング・マインドを持った教育者 

児童・生徒を理解でき、自己理解(自分自身、自分の国)と他者理解(他者、世界の人々や文化)でき、

カウンセリング・マインドを持った教育者。 
 

４．専門的知識を持った教育者 
専門的な教育学全般の知識、柔軟でクリティカルな思考力、創造的思考力、解答のない課題に最善

の解決策を導く問題解決力を持った教育者。 
 

５．実践的指導力を持った教育者 
  「アクティブ・ラーニングを取り入れた授業」「ワークショップや哲学対話などの手法を取り入れた

道徳教育」「英語活動を中心とした英語教育」「ＩＣＴを授業や学校行事等で活用」「発達障害などを

含む特別な支援を必要とする児童、生徒への対応」など、新たな教育課題に対応でき、初等教育専攻

のものにあっては『さまざまな教科の幅広い知識と指導力』中等教育専攻のものにあっては『専門の

教科に関する高い知識と指導力」を有した教育者。 
 

この目標を達成するために、科目を構成した。「教育の理念と目的」や「教育の到達目標」を実現す

るための科目の対応関係を以下に述べる。 
 

 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 

６－２－２ 国際教養学部 

国際教養学部国際教養学科はその名称どおり、グローバル社会に適応する、あるいは新たな地平を開

いていくための教養や専門性、国際感覚を身につけることを目的としている。本学部の教育課程は、グ

ローバル社会を人間というミクロの視点から、文化や言語といった文化・社会的な営み、家族や学校や

企業といった地域社会の発展、そして地域や国を越えて行われる国際活動へと、マクロ視点への推移が

理解しやすいように編成されている。そのために、文化・社会・心理・経営・経済といった学問領域を

教育学部の 
教育目標 

 

コミュニケーション能

力 
国際的視野、教養・知性 

専門的知識 

カウンセリング・ 
マインド 実践的指導力 

教育学部の教育課程の構造 
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ベースにした科目が用意されており、以下のような人材を育成することを目標としている。 
 

1. 国際人としてのアイデンティティを確立し、異文化に柔軟に対応するグローバルリテラシ

ーを有する人材 

2. さまざまな専門領域を横断する知識と多角的視点を有する教養豊かな人材 

3. 高い対人関係能力・コミュニケーション能力を有する人材 
4. 常に社会に関心をもち、高い職業意識と自己管理能力を有する人材 

5. 自由な発想で問題発見・問題解決能力を有し、時代の変化に適応できる人材 

6. 上記の能力を発揮して、グローバル社会に貢献できる人材 

 
６－２－３ リベラルアーツ学部 

【総合経営学科】 

企業経営の基本となる経営管理・会計・秘書・ＩＴや、近年課題となっている健康・スポーツな

どについて、理論的・実践的な専門性を身に付けるとともに、これらを社会で役立てられる実践

力、ビジネスにおける効率的な組織運営や迅速で的確な意思決定にとって必要不可欠なＩＴスキ

ルをベースとした情報力やコミュニケーション力、社会人の基礎力を育成する。 

 

【人間心理学科】 

人間を見つめる心理学的素養とカウンセリング・マインド、客観的思考を可能とする科学的素養

を持ち、社会人として豊かな人間関係を築ける人材、心理学的視点で人間・社会を見つめる力を

持つ人材を育てる。具体的には、基礎心理学、臨床心理学、医療・保健・福祉に及ぶ豊富な専門

科目に支えられた心理学的素養を持つ人材、臨床家を育成する。 

 

【総合文化学科】 

日本や外国の文学・言語・美術・音楽・演劇・民俗・歴史・教育など、人間が生み出した文化に

ついての専門的で総合的な理解を身に付け、あわせて人間の社会的活動を科学的視点からとらえ

ることができるような人材を育成する。 

 

 

６－３ 教職課程（リベラルアーツ学部） 

 リベラルアーツ学部への改組に合わせて教職課程を設置することとなり、文部科学省の認可を受

けて平成21(2009)年度より運用を開始している。 

・教育実習、介護等体験、教員就職支援などの必要な活動について随時準備を進め、学年ごとに定

期的に年数回のガイダンスを実施し、指導にあたっている。 

・各学期終了後に「履修カルテ」を提出させ、学生自身による振り返りとともに、教員による指導

の一助としている。 

・教職課程の登録は、2 年次進級時に行う。1 年次には、全学科の共通科目として設定されている

「学校と教育の歴史」「心身の発達と学習過程」「学校の制度」を随意に履修して、学校教育およ

び教職についての関心を高め、学生自らの志向や適性を確認してから教職課程に登録することを

推奨している。なお、上記3科目は「教職に関する科目」に算入される。 

 

教職課程の設置学科および取得可能な免許状 

総合文化学科 

中学校教諭一種免許状（英語） 

高等学校教諭一種免許状（英語） 

中学校教諭一種免許状（国語） 

高等学校教諭一種免許状（国語） 

中学校教諭一種免許状（社会） 

高等学校教諭一種免許状（公民） 
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教職課程の履修要件(注） 

（注）教育職員免許法施行規則等に定める必要単位数。このほか教育職員免許法施行規則 66 条 6

により「暮らしのなかの憲法」（旧カリキュラム）／「憲法」（新カリキュラム）、「スポーツ実技I・

Ⅱ」「外国語（1科目）」「情報機器の操作I・Ⅱ」の修得が必須となる。また中学一種の取得のため

には「介護等体験」が義務づけられる。 

 

 

６－４ 学芸員課程（リベラルアーツ学部） 

 教職課程と同じく、リベラルアーツ学部への改組に合わせて学芸員課程を設置することとなり、

文部科学省の認可を受けて平成21(2009)年度より運用を開始している。 

主として総合文化学科に置かれている正規の授業を受講しながら、同時に、学芸員課程として規

定されている単位を修得すれば、学芸員の資格を取得できるシステムを採用している。総合経営学

科および人間心理学科の学生も、クロスオーバー履修を活用して同資格を取得することが可能であ

る。 

・定期的に年数回のガイダンスを実施し、指導にあたっている。 

・学芸員課程の登録は２年次に行う。 

・学芸員資格の取得に必要な科目は、以下の①必修科目および②選択科目の両方である。これらの

科目はすべて卒業単位に算入できる。 

① 必修科目（博物館法施行規則1条1に定める「博物館に関する科目」として以下の必修科目を

設置している） 
 

    

② 選択科目 

「文化史」「美術史」「民俗学」の3分野（総合文化学科の専門科目および全学科の共通科目とし

て設置）のうち、2分野以上から8単位以上の選択科目を修得。 

 

７．研究活動 

７－１ 教員の研究業績 

免許状の種類 基礎資格 
教科に 

関する科目 

教職に 

関する科目 

教科又は教職に

関する科目 
合計 

中学一種 
学士の学位を

有すること 

20単位 31単位 8単位 59単位 

高校一種 20単位 27単位 16単位 63単位 

2011年度までの入学者(15単位) 2012年度以降の入学者(19単位) 

生涯学習論          生涯学習論 

博物館概論 博物館概論 

博物館経営・情報論 博物館経営論 

博物館資料論 博物館資料論 

博物館実習 博物館資料保存論 

視聴覚メディアと教育 博物館展示論 

学校と教育の歴史 博物館情報・メディア論 

    博物館教育論 

    博物館実習 
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 本学専任教員の研究業績については本学ウェブサイトの下記ページに掲載されているので参照

のこと。 

 

 

７－２ 研究・委員会活動 

平成 30年度における教員の研究・委員会活動は次のとおりである。 

 

７－２－１『紀要』第18号を平成31年2月20日にwebのみによる公開で刊行した。 

・ 「執筆要領」並びに「投稿規則」を見直し、「投稿規則」の改訂を行った。投稿資格のうち、

共著の場合を明記した。投稿区分を変更し、「翻訳」を加えた。 

・ 「『開智国際大学紀要』査読要領」の「4 査読意見書の記入方法」にある評価分類を変更した。

これに伴い、「査読意見書書式」も変更した。 

・ 原著論文5、報告・資料9の14本を掲載した。 

 

７－２－２ 科学研究費補助金（日本学術振興会交付分）の交付を受けた研究は7件、うち分担に

よる研究は3件である。 

   

７－２－３「科研費」等の申請に伴う研究倫理研修を以下のように実施した。 

・ 全専任教員を対象に一斉ビデオ視聴研修（7月18日） 

・ 「科研費」等を申請する教員を対象に、個別にeラーニング研修を実施した。 

・ ビデオ視聴による研修会を9月13日に実施した。はｅ-ラーニングによる研修を実施した。 

 

７－２－４「平成29年度〔個人課題研究〕報告」、「平成30年度〔個人課題研究費〕申請書」に対

する答申をそれぞれ作成し、学長に提出した。 

 ［資料7-2］ 

 

 

７－３ 図書館（機能、利用者数、オリエンテーション、蔵書構築等） 

７－３－１ 平成30年度における蔵書構築として、特に以下を行った。 

・ 学生の学習支援を重視し、学部別推薦枠を設けて、教育学部初等・中等各専攻、国際教養学部

3コースから提出された推薦図書を購入した。 

・ 英語の多読本を電子書籍版で購入し、図書館 HP にて電子書籍一覧・リモートアクセス方法等

の案内を行って閲覧を促した。 

 

７－３－２ 開智日本橋学園中学・高等学校図書館と連携し、同校生徒による大学図書館所蔵図書・

雑誌等の閲覧、借り出しを可能にした。 

 

７－３－３ 国際交流委員会の要請を受けて、開智国際大学の国際化ビジョンについて検討を行い、

蔵書に占める洋書の割合を現在の10％から向上させるために短期的目標数値を課題として検討し

た。 

 

７－３－４ 入館ゲート故障により入館者数の把握が困難になったことを受け、機器の交換を行っ

た。 

 ［資料7-3］ 

 

 

 

教育学部 https://www.kaichi.ac.jp/teacher_edu/ 

国際教養学部 https://www.kaichi.ac.jp/teacher_il/ 
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７－４ ＦＤ(Faculty Development)活動 
 本学のFD推進センターは、本学の教育理念ならびに教育目標に基づき、教員の自主的・自律的な教

育改善を推進する活動を支援するために、教職員が協働して組織的な研修および研究をする活動を行な

っている。平成30（2018）年度は開智学園の教育方針に沿って、探究型教育・英語教育・ICT教育の実

践をFD推進センターの活動に取り入れ、教員の能力開発(Professional Development)ならびに授業改善

をはかった。また、学生参加型FDを新たに立ち上げ、学生の目線から授業改善のために何ができるかを

検討し始めた。今後とも、学生参加型FDへの努力を入れる予定である。 

平成30（2018年度）のFD推進センターの主な活動は以下の通りである。なお、活動内容の一部を「2018

年度前期・後期 FD 推進センター活動報告」という形で本学 HP を通して公開した。

（https://www.kaichi.ac.jp/examinee/24343/、https://www.kaichi.ac.jp/student/26940/を参照） 

 

７－４－１ 専任教員向け選択課題 

専任教員の能力開発および授業改善のために、以下のいずれか、または両方を選択し取り組むように

依頼した。 

 

７－４－１－１ 全授業の公開および授業見学（含、非常勤） 

・ 例年通りに実施した。開講されている全ての授業を、いつでも誰でも見学できるよう、全面公開した。 

・ 専任教員は前期・後期一回ずつ、授業の冒頭から最低30分間の見学時間を設けた。 

・ 見学後、見学した授業の担当教員へのフィードバック（口頭でも可）を行うとともに、授業見学報告

書をGoogle Formsを通じてFD推進センター長まで提出してもらった。授業見学の報告書には、見

学者、月日、時限、担当者、科目名、見学時間、コメント（自由記述欄）を設けた。 

・ 授業見学者の人数：前期23名、後期22名（30件）（注：管理職による授業見学を除く）。 

 

７－４－１－２ オンライン講座の受講 

授業見学を行わない専任教員に関しては、Faculty Professional Developmentの一環としてオンライ

ン講座等でスキルのブラッシュアップをはかった。教員自身のProfessional Developmentに意識を傾け、

教育実践法と専門分野関連について、インテラクティブオンライン講座（MOOC等）を利用し、教員各自

で受講を推奨した。 

・ オンライン講座の中には、修了するのにかなりの時間がかかるものもあるので、修了証を得るのが

難しい場合、講座の3−5回程度を受講し、学習した内容や感想等を自由形式でまとめ、FD推進セン

ターに提出することとした。 

・ 無料オンライン講座は国内外の大学のものを含め、非常に多くあるため、教員の関心・専門分野に

沿ったものを自由に選択しもらうこととした。また、ICT、探求型教育等に関するものがあり、JMOOC

の講座事例等を紹介した。 

・ 2018年度オンライン講座を受講した専任教員が3名（4件）であった。受講した内容を必要に応じ

て、FD研修会にて共有できる仕組みとした。 

 

７－４－２ 授業計画書の提出 
・ 担当授業における教員個人課題制度を導入し、2018年度に担当科目のうち、少なくとも一科目につ

いての探求型教育、ICT、英語を用いた授業計画書を作成し、FD推進センターへ提出（自由形式）

を求めた。 

・ 授業計画書を提出した専任教員が15名であった。 

 

７－４－３ FD研修会（外部講師の研修会を含む） 

教授会後もしくは教授会のない日にFD研修会を開催し、専任教員は公務を除き、原則、出席を必須と

している。事務職員はオブザーバーとして参加することも可能である。2018年度中に実施した研修会は
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下記の通りである。なお、研修会の詳しい内容が本学HPにて紹介されている。

（https://www.kaichi.ac.jp/examinee/24343/、https://www.kaichi.ac.jp/student/26940/。 

 

実施日 内容・講師 参加者人数 

5月30（水） 授業実践報告会。教科教育担当グループⅠ：千葉，遠藤，坂井，

佐々木，島田  

25名 

6月20日（水） 授業実践報告会。教科教育担当グループⅡ：石田，小野澤，坪

能  

 

30名 

9月26日（水） 「良いシラバスを書くために」（教務委員会と共催）講師：鳥越 24名 

10月24日（水） 学生教育支援。「本学の留学生教育をどのように充実させるか」

（留学生センターと共催）。フリーディスカッション 

24名 

10月31日（水） 「ICT 研修会：アクティブ・ラーニングの手法を通して」外部

講師:尾澤重知 

25名 

1月23日（水） 「外国語FD」（英語教育委員会と共催）講師: Lange, Flanagan 31名 

注：）参加者人数はオブザーバーの事務職員を除く。 

 

７－４－４ 授業アンケートと教員による振り返り報告書 

・ 例年通り、前期(7月16日-7月27日)・後期(12月11日-24日)14-15回目の授業にマークシート（紙

媒体）によるアンケートを実施した。履修者が 10 名以上（一部例外あり）の科目を対象とした。

授業内容について理解度や自信の貢献度、授業におけるICT機器などのツールの活用状況など幅広

い設問を通して、学生の目線から見た授業の状況を把握する内容と設計した。 

・ アンケートの結果をFD推進センターで集計し、教員個人別の集計結果は担当教員にフィードバッ

クしたのち、授業アンケートに関する教員による振り返りシートをGoogle Formsを通じて、FD推

進センター長まで提出してもらった。教員による振り返りシート（報告書）を学部長・副学長・学

長・理事長まで回覧した。 

・ 全体的な集計結果については、学生も回覧できるように、HP上の学内ポータルにアップした。 

 [資料07-4-4-1-1、07-4-4-1-2、07-4-4-2-1、07-4-4-2-2] 

 

７－４－５ Webによる授業アンケート  
・ 授業開講期間を通して、いつでも授業担当者に意見等を書き込めるWebアンケートを実施した。Web

アンケートはが学生が自主的に答えるアンケートであり、授業に関する改善策等を提案できる仕組

みとなっている。 

・ 全回答は、担当教員、学長、所属学部長、FD推進センター長に配信された。非常勤へのWebアンケ

ートの結果をFD推進センター長または学長を通して渡し、必要に応じて個人的なフィードバックを

行なった。なお、学生へのフィードバックは各教員が授業中に口頭で行ったかまたは掲示板を通し

て返信した。 

・ Webアンケートの周知度を改善するために、学内でポスターを貼り付け、QRコードからWebアンケ

ートにアクセスできるように工夫した。 

 [資料07-4-5] 

 

７－４－６ 学生FD 
・ 授業改善のため、平成 30（2018）年度より試験的に学生参加型 FD を立ち上げた。学生委員は FD

推進センター教職員による推薦で選抜し、国際教養学部・教育学部の学生 5名を学生 FD 委員に任

命した。 
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・ 学生参加型FDの主な活動は下記の通りである。 

・ 6月13日キックオフミーティング 学生参加型FD とは何か学生に考えてもらい、授業改善のため

に何ができるか話し合いをした。授業に関する学生の要望をまとめ、FD推進センター会議にて検討

することした。また、大学の学生FDに関する情報収集を依頼した。 

・ 7月下旬 参加学生は授業をより良くするため、および本学FD活動を活性化させるためのアイディ

アを持ち寄り、意見交換を行った。紙媒体による授業アンケート項目について学生の意見を聞いて、

後期に向けてFD推進センター会議にて検討することとした。  

・ 11月上旬 FD推進センター会議の決定により、学生FD委員任命式を行った。学長による任命書を

授与した。 

・ 後期 FD推進センター委員と学生FD委員による授業見学を行い、見学後、学生FD委員とFD推進

センター委員との間の意見交換を行ったほか、FD推進センターまで見学報告書を提出してもらった。 

 

８．学生 

８－１ 学部・学科の学生定員および在籍学生数 

 ［資料08-1］ 

 

 

８－２ 留学生支援 

入学時の留学生ガイダンスにおいて、「留学生の手引き」を配布し、大学における留学生の学生

生活全般、特にアルバイトや社会的なルール、マナーなどに関する説明会を行い指導の徹底を図っ

た。また、個人情報カードを年1回加筆修正して提出することを求め、生活面の指導・支援を行っ

た。なお、「留学生の手引き」は大学ホームページに公開し、必要に応じていつでも閲覧できるよ

うになっている。 

留学生に必要となる日本語能力に関する支援については、日本語担当教員が昼休みに個別指導を

継続して行った。 

 留学生の経済的支援については、成績と登校状況の良い留学生を対象に、予算の範囲内で授業料

の一部免除を行った。同時に、不登校の留学生には、ゼミナール担当教員と学生担当部署で連携し、

電話やメール、自宅訪問、面談等でコンタクトを計り指導を行った。また、経済的に困難を抱える

留学生については、学費の一部延納を許可し学生生活を継続できるよう配慮した。 

 留学生を指導する教員に対して留学生対応アンケートを実施し、留学生の学生生活や指導上の問

題点など詳細な情報をまとめ学内で共有した。 

 

 

８－３ 支援制度 

学生に対する経済的な支援として、本学独自の制度を設けている。加えて、日本学生支援機構の

第一種・第二種奨学金や、私費外国人留学生学習奨励費、地方公共団体や民間団体の奨学金、国の

教育ローン等外部資金の情報も学生に提供しており、充実した奨学金制度が活用されている。 

なお、本学独自の支援制度は表8－3のとおりである。  

 ［資料08-3］ 

 

 

８－４ 健康相談、心的支援、生活相談等 

 学生の心身の健康と健全なる生活のために、以下の窓口や施設等を設置して、さまざまな相談に

適切に応じられるように努めている。 

なお、新入生に対しては、入学直後に新入生ガイダンスを実施し、学生生活、防災、リスク管理、

学生相談室等についての説明を行った。特に学生のメンタルヘルス向上への取り組みについて新入

生心身健康アンケートを実施し、結果をスクリーニング資料として、学生生活に不適応のリスクが
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あると考えられた学生については、適宜保健室から連絡を行い学生相談室につなげるよう努めた。 

防災、ハラスメント対策、学生相談室については独自のパンフレットを作成し配付した。また、1，

2年生を対象としたASD講習、全校生を対象とした避難訓練を実施し、事故・災害に対する意識・

知識の向上を図った。 

 

・保健室 

専門職員が学生からのさまざまな健康相談を受け、必要に応じて、学生相談室カウンセラーや学

校医と連携を図っている。 

また、新入生については、入学直後のガイダンス時に「保健調査票」及び「心身健康アンケート」を

記入させ、学生の健康状態を把握し、相談時の参考資料として活用している。 
 ［資料08-4］（表8－4－1、8－4－2、8－4－3） 

 

・学生相談室 

 心理カウンセラー（非常勤の臨床心理士３人）が、週３日交替で「学生相談室」を開室し、相談

に応じている。学生相談室長を含む心理臨床系専任教員も学生相談室に所属し、相談室の運営や新

入生のメンタルヘルス・スクリーニング、教職員のコンサルテーション等の業務を担当している。 

 ［資料08-4］（表8－4－4、8－4－5） 

 

・教員によるサポートアワー制度 

専任教員により、週に複数回各教員の研究室で、決められた時間帯にサポートアワーを設け、訪

問してくる学生に対する各種相談活動を行っている。 

 

・「学長に提案！」 

「学長に提案！」という名称の提案（意見）箱を学内3箇所に設置し、学生が大学に対して持つ

希望や要望などを容易に伝えることを可能にしている。また、提案箱にQR CODEを付しスマートフ

ォンなどでも意見を投函できるシステムに改良した。 

 

・「学生アンケート」 

 全学年の在籍学生を対象として、2018年12月に学生生活に関する満足度調査を実施し、結果を

教授会で報告した。 

 

 

８－５ 就職・進学支援 

学生に対する就職・進学支援は、教授会のもと組織されるキャリア委員会、ゼミ担当教員、キャ

リアセンターが教職一体となった全学的な体制で行われており、具体的な支援策の企画、運営、学

生対応は、キャリアセンターおよびキャリア委員会が中心となって行っている。 

・キャリア委員会による支援体制 

毎月のキャリア委員会では、求人状況、内定状況、就職支援講座等への出席状況の分析を行い、

教授会で委員会報告を行い、本学の進路支援体制の統一性を維持している。また、各学科会議にお

いて、キャリア委員が各学科の進路問題に対処している。 

・キャリアセンターによる支援体制 

キャリアセンターには専任職員1名、非常勤職員1名が配置されており、学生の就職支援や進学に関する

業務全般を行っている。また、キャリア委員会はキャリアセンターの職員を含む教職員で構成され、キャ

リア教育カリキュラムの検証・見直し、各学年ゼミナールを通しての学生指導体制の推進およびキャリア

センター主催のキャリア支援活動のサポートなど、就職に関する諸課題の解決に向けた対応を行っている。 

3年次を対象とする「個人登録カード」による進路調査を起点に、ゼミの担当教員、キャリア委

員、キャリアセンター職員から相談・助言できる体制を構築している。キャリアセンターでは、「個

人登録カード」をもとに学生の名前と顔を一致させ、学生の顔が見えるface to face の対応を心
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掛け、学生の個別就職相談に対応するための支援体制を整えている。また、保護者向けに「保護者

対象進路個別相談会」を開催し、保護者との信頼関係および協力関係の構築に努めている。 

平成30年度の年間の相談・指導実績は延べ984 件であった。就活知識や実践的な就活スキルの

習得から具体的な求人紹介までを行う「進路支援講座」は、3年次に計5回（6/7,  11/15, 11/29, 

1/28, 1/29）、4年次に計2回（6/6、6/13）実施した。また、学生の就職に関する希望を基に企業

の人事担当者を招聘し、学内で説明会と面接会を行う「学内合同企業説明（面接）会」を6月から

1月まで開催（総参加企業36社）し、7社の企業に対して9名の学生が応募し、内定者4名を輩出

した。 

上記に加えて、3、4 年生を対象に、学生一人ひとりに合わせた就職支援をするために、キャリ

アカウンセラーによるキャリア相談および新卒応援ハローワークのジョブサポーターによる就職

相談（長期休暇期間を含む）を実施し、延べ240名の学生が利用した。これらの学生への個別対応

により、学生一人ひとりの状況の把握と、個別具体的な就職支援が可能となり、平成30年度は27

名が就職希望し、26名が内定した。 

・キャリア教育の充実 

「キャリア教育」科目は、大学生および社会人に求められる能力の向上を目指したカリキュラム内容と

しており、具体的には、以下の科目と内容で構成される。  

1 年次には、大学で身に付けるべき力や、情報収集とその活用方法について学ぶ、「キャリアデ

ザイン基礎（Ⅰ）」を開講している。 

また、留学生は「キャリアデザイン基礎（留学生）」において、日本の就職活動の特徴や進め方

を学んだうえで、履歴書等の書類作成と日本語の添削を繰り返すことで就職活動時に実践できるス

キルを身に付けている。 

2 年次には、「キャリアデザインⅡ」「キャリアデザインⅢ（Ａ）」において、地域社会や地域で

活動する社会人、団体（柏市民活動）との交流を通し、社会や組織が成果を出すために行う「合意

形成プロセス」の体験と実践、外部との折衝や連絡、チーム内での情報共有などの組織活動の実践、

および毎回のグループ討議やワークを多く取り入れたアクティブ・ラーニングによる自己表現力の

向上など、卒業後の社会人生活に直結するキャリア教育を行っている。また、3年次を対象に専門

科目として「インターンシップ」を配置し、インターンシップ先の選定過程における業界、企業研

究やアルバイトとは異なる就業体験をとおして、自身の適性や適職を知り、働くことへの関心を高

めている。平成30年度は留学生を含む24名が参加し、最終回では1、2年生を対象に報告会を行

った。 

3・4 年次には、企業側の視点で就職活動の実践を学ぶ「キャリアデザインＢ」と「キャリアデ

ザインＣ」が開講された。「キャリアデザインＢ」では、就職活動のスケジュールや、自身のライ

フプランを作成し、卒業後の進路に向けての心構えを持てるようにしている。「キャリアデザイン

Ｃ」では、自己分析、業界研究、応募書類作成、面接対策、ビジネスマナーなどを習得することで、

自信をもって就職活動をスタートできる内容となっている。 

また、公務員を目指す学生向けに、「公務員試験チャレンジ支援制度」を設け、学外の公務員試

験対策講座を利用して学習する学生をサポートしており、今年度は、制度施行後、初めてとなる公

務員合格者を輩出した。 

このように、低学年では将来の自分自身のキャリアを描き、学ぶ目的や働く目的を考え、高学年

では就職活動の知識と、実践的なスキルの習得を目標とするキャリア教育を行うことで、学生の有

意義な人生、キャリアを支援できるよう万全の体制を整えている。 

  

・資格取得支援 

平成30年度は、18の資格を対象に、教員が専門分野において指導可能な検定試験等について、昼休みに

説明会を行う「資格取得ランチタイムセミナー」を開催して受験を希望する学生への情報提供と動機づけ

を行い、サポートアワー等を使って個別指導を行うことで、学生の自主性を支援している。 

 

 以上のように、学生のキャリア教育に対して、教育課程内外において教職一体となり、充実した支援プ
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ログラムを提供するよう努めており、平成30(2018)年度における就職率は96.3%となっている。  

 

 

８－６ 卒業生の進路（平成30年度） 

 ［資料08-6-1］ 

 

９．学生のクラブ・同好会活動等 

・ 学生のクラブ・同好会活動 

活動団体と人数を資料9－1に示した。 

 ［資料09-1］ 

 

・ 柏学祭について 

「Join our Fes」をテーマとして、10月27日（土）と28日（日）に開催された。柏学祭実行

委員会を中心に特に学生の自主的活動を重視した。ゼミナールⅠ単位での飲食店企画及び様々な団

体が多彩な企画や展示を行い、結果、過去最大来場者数600人超の活気ある大学祭となった。 

また、「英語スピーチ・コンテスト」や「キャリアデザイン」の授業の一環として受講生たちが招聘し

た柏市の様々な活動団体の参加など、画期的な試みが行われた。 

 

１０．社会的活動 

１０－１ 地域貢献センター 

地域貢献に関わる各部署・学部、各委員会等のそれぞれの活動を統括し、大学内外の連携と情報共有

を行うことで、地域における大学のプレゼンスを高めている。柏市との包括協定をベースとして、柏市

の市民活動団体、ボランティアセンターからの要請の窓口となり、学生に対して地域におけるお役立ち

の機会を提供している。 
平成 30 年度の主な取組みとしては、柏市民活動フェスタに学生ボランティア10 名が参加、第 4 回

千葉県東葛飾地区高等学校吹奏楽部の合同練習会・発表会の主催校となり、8 つの吹奏楽部（高校 7 校・

中学 1 校）が参加した。また、柏市立図書館と市内大学図書館合同企画のビブリオバトルへの参戦や図

書館での講演を開催した。柏市教育委員会からの要請に応え、学生を放課後こども教室（ステップアッ

プ学習会）とメンタルフレンド事業に派遣している。 
11大学4自治体の地域、行政、大学と連携をめざす｢大学コンソーシアム東葛｣にも積極的に関わって

きたが、Ｈ30年度は近隣大学、地元自治体との情報交換や個別の協働を中心に活動した。また、本学で

は柏市との協働を積極的に進め、教員の委員就任や地域活動への参加などを行っている。 
 ［資料10-1-1］ 

 

 
１０－２ 図書館関係 
平成 30年度において図書館が関係した社会的活動は次のとおりである。 

 

１０－２－１「公開講座」を実施した（９月25日～12月14日）。 

・ 統一テーマ「〈智〉を開く～普遍性と独自性～」による講座並びに一般講座を開講し、柏市と

その近隣在住の市民による受講があった。 

・ 全講座終了後,「2018(平成30)年度公開講座実施報告書」を本学ホームページ上に公開した。

全講座一覧表に加え、一部講座ついては各講師が詳しい概要報告を行い、受講者以外の地域住

民の生涯学習に資するよう努めた。 

・ 「2019（平成31）年度公開講座」の統一テーマを決定し、さらに、受講対象者子どもに絞っ
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た「夏休み子ども企画」を設定すること決定した。 

 

１０－２－２ 柏市内の他大学（東京大学・二松学舎大学・麗澤大学）図書館および柏市立図書館

と協力してイベントを開催した。 

 

１０－２－２－１ 合同企画による講演会「尋常小学算術にみられる算数指導」（講師：本学教育学部教授

島田和昭教授）を開催した。昭和初期の国定教科書『尋常小学算術』（通称：緑表紙教科書）の画期的算

数教育について解説した。保護者同伴での聴講もあり、熱心な質問があった。 
 

１０－２－２－２ 柏市内４大学図書館・柏市立図書館合同ビブリオバトル（11 月 10 日（土）、於柏

市立図書館）に参加した。本学代表は鈴木菜々美（教育学部２年、『華氏451 度』）で、「奨励賞」を受賞

した。大学祭期間に実施した学内予選会での聴衆兼審査員には地域住民も参加した。 
 
１０－２－２－３ 本学の全教室および体育館を会場にして第４回「千葉県東葛飾地区高等学校吹奏楽

部 合同練習会・発表会」を実施した。 
・ 日程：平成30 年 6 月 2 日（土）  
・ 開会式・合同練習会：8:30～12：30  合同発表会 13:30～16：00 
・ 参加校：野田市立北部中学校、県立小金高等学校、市立柏高等学校、県立流山南高等学校、県立柏高

等学校、県立船橋東高等学校、県立柏中央高等学校、県立松戸六実高等学校。以上、東葛飾地区高校7
校・中学1 校。 

 ［資料10-2］ 

 
 
１０－３ 出張授業・講義体験 

中学生・高校生を対象に、その学校に本学教員が出向き大学での学習の楽しさ、本学の教育内容の充

実と本学の良さを伝えた。 
また、オープンキャンパス等でも体験講義を実施している。 
・平成30年5月15日（火）中山学園 
・平成30年6月22日（金）ダイナミックビジネスカレッジ 
・平成30年6月28日（木）浦安高校 
・平成30年7月11日（水）大原日本語学院 

 

１１．募集活動  

１１－１ 「大学説明会」の開催 

１１－１－１ オープンキャンパス 

3月30日（金）、4月4日（水）、4月21日（土）、5月26日（土）、6月16日（土）、7月7日（土）、

7月21日（土）、8月11日（土）、8月25日（土）、9月29日（土）、10月20日（土）、11月17日（土）、

12月16日（土）、1月12日（土）2月12日（火）に実施。 

 
１１－１－２ 柏学祭個別相談会の実施 

10月27日（土）、10月28日（日）、柏学祭で来校の高校生に個別相談会を実施した。 

全17回の開催で310人の来校者があり、前年比200％の増加であった。 

 
１１－２ 入学試験 
１１－２－１ 入試形態 
以下の入試を実施した。 

   AO入試 
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   公募推薦入試 
   指定校推薦入試 
   一般入試 
   特待入試 
   大学入試センター利用入試 

  留学生入試 
 
１１－２－２ 学部別入学者数 

 
 
１１－２－３ 大学入試センター試験利用入試 
 大学入試センター試験利用入試は以下の選考をした。 

 大学入試センター試験利用入試 平均得点率 

     

大学入試センター試験利用入試 合格得点率 
 教育学部 

  
 国際教養学部 

学部 受験者数 合格者数 入学者数

教育学部 332 名 256 名 90 名

国際教養教養学部 328 名 249 名 37 名

合計 660 名 505 名 127 名

入学者得点率平均 62.4%

受験者得点率平均 66.6%

合格者得点率平均 75.1%

選考区分 必須科目 選択科目 

特待選考 
外国語｢英語｣250 点/国語｢国語｣200
点 

｢数学｣｢地理歴史･公民｣｢理科｣ のうち 1 科目

100点 

一般 
選考 

３科 
外国語｢英語｣250 点/国語｢国語｣200
点 

｢数学｣｢地理歴史･公民｣｢理科｣ のうち 1 科目

100点 

英国 
外国語｢英語｣250 点/国語｢国語｣200
点 

 

英語 外国語｢英語｣250点  



26 

  

 

１２．教職センター  

１２－１ 教職センターについて 

【教職センター設置の目的】 

 教職センターは、平成 29（2017）年度教育学部教育学科創設に伴い、教員を目指す学生の総合サポ

ートセンターとして設置された。教育学部教育学科等との密接な協力のもと、本学の教職課程及び教員

養成に関する業務を充実させ、円滑な運営に資することを目的としている。 
 
【教職センター概要】 

初等・中等教員の使命は、子どもたちが、生涯にわたって自分の能力と可能性を最大限に高め、さま

ざまな人たちと協調・協働しながら、自己実現と社会貢献を図ることができるように、子どもたちが、

自ら課題を発見し、それを解決できるよう導くことである。このように、子どもたちの思考力・判断力・

表現力を育むために、課題探求型の学習、協働的学びなどがデザインできる、実践的指導力を有する教

員こそ今求められている人材である。 
しかし、実践的指導力は、教員志望の学生が、将来教育現場でキャリアを重ねるに伴って自然と身に

つけられるほど容易なものではない。将来教職に就いたとき、教科指導、生徒指導の職務を、著しい支

障が生じることなく実践できる資質能力を、大学の4年間で身に付けておく必要がある。 
本学は、教師に必要な5つの能力・資質・スキル（①「国際的視野、教養・知性」②「コミュニケー

ション能力」③「カウンセリング・マインド」④「専門的知識」⑤「実践的指導力」）を備えた「21 世

紀に求められる教師」を、大学の授業と併設学校および地元の公立小学校、中学校、高等学校の教育現

場での実践（インターンシップ）を通し育成している。 
「教職センター」では、これらの資質能力を身につけるため、学生に対して個別の相談や指導を行う。

また、教員になるための関門「教員採用試験」に合格するために、１年次より「教員採用試験対策講座」

を開設し、教師への夢に挑戦する学生を全力でサポートする。 
 
【教職センターの場所】 
本学1号館 1階  
 

１２－２ 教職センターの運営体制 

【教職センターのメンバー】 

センター長1人、副センター長2名（初等教育専攻・中等教育専攻） 
教育学部教育学科専任教員（教育学部の専任教員18名（完成年度［令和2（2020）年には20名）が

全員センター員であり、学部教育と教職課程の連携を密に取れる体制にある。 
 

【教職センターの職務内容】 
以下のプロジェクトチームを編成し、事業計画を推進した。               

１．再課程認定関係 
  平成31年度開設実現に向けて 
２．教育実習プロジェクト  
  「教育実習アンケート」結果を基にした実習先斡旋依頼、各種手続き等  
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３．インターンシップ・ボランティア活動検討プロジェクト 
  開智望小学校   開智小学校   開智日本橋学園   柏学園  

柏市放課後子ども教室（柏市立第五小学校でのボランティア活動） 
４．ちば！教職たまごプロジェクト 
  対象：大学4年生   申込：3学年の12月  
５．基礎学力向上・教員採用試験対策プロジェクト 
  教員採用試験対策講座の内容について検討 
６．民間企業・公務員（教員を除く）等を目指す就職指導プロジェクト 
  キャリアセンターとの連携事業 
７．「開智国際大学教職センター研究年報」関係 
  創刊にあたっての刊行・投稿規程案の作成等 
８．教員免許状更新講習関係 
  「教員免許状更新講習」の企画、運営 
９．介護等体験関係 
  社会福祉施設、特別支援学校での実施に向けて 
10．ラーニング・コモンズ 
  教職センターの部屋が1号館1階に設置されるに伴う活用法の検討 

その他 
  ・学生個人カルテの管理 
  ・履修カルテの記入に関する指導                
 
１２－３  2018年度学習支援として実践したこと 

① インターンシップ 

【初等教育専攻】 

〈ねらい〉 

教員の立場になって小学校を体験することで、学校教育に対する関心をもち教員になりたいという意

欲を高め、自分なりの問題意識をもつ。 
〈実施内容〉 
 参加学年：1年生 2年生 

・5月20日（日）開智望小学校「運動会」の見学、参加（１・２年生） 
・9月10日（月）開智小学校の授業公開の参観（２年生） 
同じ開智学園グループの小学校でありながら、全く違う雰囲気に学生は少し驚いていた。教科担任制

を取り入れている小学校のよさなどを学生なりに考えることができた。 
・9月11日（火）開智望小学校の授業公開の参観（１年生） 
開智望小学校の授業を公開していただいた。授業での児童の様子、先生の様子、児童同士のかかわり、

先生と児童のかかわりを「見て、感じて、考える」機会を通して、授業について学ぶことができた。 
・10月30日（火）柏市立柏第四小学校研究発表会への参加（２年生） 
平成30年度柏市教育委員会研究指定校「生活科・総合的な学習公開研究会」に参加。 

・2019年2月 集中インターンシップを実施（後述の「②集中インターンシップ」参照） 
〈結果〉 
様々な機会に学校現場を体験し児童と触れ合う機会を得ることは、大変に有効であった。学生はイン

ターンシップを通して、改めて小学校教員になろうとする自分自身を見つめ直すことができた。その過

程で、子供と関わることの楽しさだけでなく、その難しさをも感じ、自分が小学校教員に向いているの

かを真剣に考えたという学生もいた。また、自分は子供と関わる仕事しかない、小学校の先生になりた

いという強い気持ちを確認することができたという学生もいた。しっかりと自己を見つめながら教員へ

の道を着実に歩むためのステップになっていると言える。 
 
【中等教育専攻】 
〈ねらい〉 
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1 年：さまざまな経験を通じて、＜職業としての教員＞を知り、理解する。教員になりたいという意

欲を高め、各自の課題を発見する。 
2年：教科に特化したさまざまな経験を通じて、教育と教員の現状を理解する。課題を意識しながら、

自分なりの教師像をつくる。 
〈実施内容〉 

場所：開智日本橋学園中学校・日本橋女学館高等学校 
参加学年：1年生 2年生 

・4月18日（水）2017年度インターンシップ報告会（ゼミⅠ・Ⅱ）  

・6月7日（木）・13日（水）事前指導１  

・7月14日（土） キックオフミーティング、演劇公演参加体験 

・8月25・27・28日（土・月・火）、フィールドワーク準備参加  

・9月29・30日（土・日）文化祭参加体験  

・9月～2019 年1月 インターンシップ（各自行事・授業体験等）  

・11月21日（水）インターンシップについてのディスカッション（ゼミⅡ） 

・12月19日（水）事前指導２（２年生） 

・2019年1月9日（水）事前指導２（1年生）  

・1月30日（水）集中インターンシップ前オリエンテーション 

・2月18～22日：集中インターンシップを実施（後述の「③集中インターンシップ」参照） 
・3月 インターンシップ振り返り  
・4月 インターンシップ報告会  

〈結果〉 

・開智日本橋学園との調整により、後期中心のプログラムとした。 

・夏期休暇中に中学1年生が行うフィールドワークの準備に本学の学生が参加。 

・事前指導を前期・後期2回実施した。 

・6月～11月実施された柏学園のボランティア活動に、インターンシップ生の参加を奨励した。 

・1年生と2年生をペアリングし、2年生に指導役割を担わせた。2年生に先輩としての自覚が生れ、効

果的であった。 

 

②集中インターンシップ  
（１）集中インターンシップの意義 
  教員になろうとする者は、教員免許状取得の必須要件である教育実習を行わなければならない。本

大学においては4年生の前期に実施される。これは、教職課程の総まとめとしての意味をもつとともに、

学校教育の実際を体験的・総合的に理解し、教育実践と教育実践研究の基礎的な能力と態度を身に付け

る貴重な機会である。今年度行われる「集中インターンシップ」は、その教育実習の一環として位置づ

けるものである。 
「集中インターンシップ」は５日間連続で学校教育を体験し、学級担任等の先生方に付いて観察・参

加・実習という方法で教育実践に関わることができる。そのため学校教育の実際を通して、より一層学

校教育に関心をもち、教員になりたいという意欲を高めるとともに、教員になる上でのこれからの大学

での学びを充実させるために自分なりの問題意識をもつ機会となる。 
 
（２）集中インターンシップの具体的なねらい 
 学級担任等の業務補助を通して、教員の仕事を体験する。 
 子供とのかかわりを通して、子供の理解と指導という教職を体験する。 
 学級担任等の仕事、教職の体験を通して、教員になりたいという意欲を高め、自分なりの課題をも

つ。 
 
（３）集中インターンシップの実際 
【初等教育専攻】 
〈１年対象の集中インターンシップ〉 
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（ａ）実施校  開智望小学校 
（ｂ）期間 

A日程 平成31年2月  4日（月）～2月  8日（金） 
B日程 平成31年2月 18日（月）～2月 22日（金） 

（ｃ）参加人数  合計27名 
A日程 15名 
B日程 12名    

（ｄ）活動の内容 
 学生は1～2名ずつ各クラス及びホームに入り、担当教員の指導を受ける。主に授業観察を通して、

教師の働きと子供の動き（様子）を捉えながら、授業の在り方や学級生活の様子を学んでいった。 
 休み時間には、子供たちと積極的にかかわり、児童理解を深めながら子供との良好な関係づくりを

体験した。 
 放課後は、担当教員から一日を振り返り指導を受けた。授業のポイント、児童とのかかわり方など、

教師の意図をもった仕事ぶりを学んだ。 
 
〈２年対象の集中インターンシップ〉 
（ａ）実施校  開智小学校（総合部） 
（ｂ）期間 

A日程 平成31年2月  5日（火）～2月  9日（土） 
B日程 平成31年2月 12日（火）～2月 16日（土） 

（ｃ）参加人数 合計29名 
A日程 19名 
B日程 10名    

（ｄ）活動の内容 
※１年の内容と同じ 

 
【中等教育専攻】 
（ａ）実施校  開智日本橋学園中学校・高等学校 
（ｂ）期間    平成31年2月 18日（月）～2月 22日（金） 
（ｃ）参加人数 合計13名 
              教育学部中等教育１年 ８名（国語専攻４名・英語専攻４名） 
       教育学部中等教育2年 4名（国語専攻2名・英語専攻2名） 
       リベラルアーツ学部3年1名（英語） 
（ｄ）活動の内容 
 メンターの先生が作成くださったスケジュールに則り、授業見学等を行った。 
 初日に、近藤教頭先生よりお話を伺った。この5日間で「達成したいと思っていること」を各自簡

潔に書き表すようご指示があった。 
 これを念頭に置いて5日間のインターンシップの諸活動を行った。 
 最終日に「学生企画」を行った。高校2年生の女子生徒を2班に分けて、学生たちが準備してきた

企画を生徒に提供し、模擬授業を行った。 
 最終日に、自らの活動を振り返り、メンターの先生方のご臨席の上。一人ひとり反省の弁を述べた。 
 
③ボランティア活動 

〈ねらい〉 

教職実務の経験を積むための入門として、学校現場における体験・ボランティア活動に取り組むこと

により、学校現場や教員の仕事に対する理解を深め、教員の資質を高めることを目的としている。 
 具体的に、以下の取り組みを実施した。 

 柏市立第五小学校：柏市放課後子ども教室（ステップアップ学習会） 

 開智望小学校：学校説明会等開催に伴う幼児等の保育指導の協力、入試に係る入試支援、 夏期・
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冬期・春期学童保育指導員 
 柏学園：中央区立小学校の児童が自然体験や共同生活を体験する移動教室「セカンドスクール」で

の研修や、農作物の収穫等の活動への参加。 
  
④教員採用試験対策講座 

〈1年生対象〉 

毎週水曜日4限に実施し、教育法規について、現場での実践例を通して学んだ。 

年間の講座については、資料12-3-1を参照。 

 ［資料12-3-1］ 

 

〈2年生対象〉 

 毎週木曜日2・4限に実施し、1次試験で課される専門教養を、担当教員のもと、アクティブ・

ラーニング型の学習で学んだ。 

 9 月 3・4 日の 9：00～15：30 の時間帯に、国語、社会、数学、理科の科目に特化した「集中

講座」を実施した。 

 後期９月～12 月には「一斉集団学習型」「個別自学自習型」を選択して、DVD を使った学習を行

った。その効果を外部模擬試験で図り、各自の弱点を見出した。 
 模擬試験は、2019年1月12日（土）午後2時から実施した。 
 講座については、資料12-3-2を参照。 

 ［資料12-3-2］ 

 

④ Learning Commons を設置 

Learning Commons （以下、LCと略す）とは，「複数の学生が集まって、電子情報も印刷物も

含めたさまざまな情報資源から得られる情報を用いて議論を進めていく学習スタイルを可能にす

る『場』（文部科学省）」である。 
本学部は、平成 29（2017）年度教育学部教育学科創設に伴い、教員を目指す学生の総合サポートセ

ンターとして教職センターを開設した。そのセンター内に学生の主体的な学習を可能にする空間とし

て、LCを設置した。 
本年度は、教職センター自体が昨年度の場所とは違って、広い1号館1階に移設され、それに伴

ってLCも移設された。そこは、教員の待機場所、学生の十分な学習スペースが確保され、学生た

ちは日々の授業の予習や復習、自主的なグループワーク、教員採用試験対策のための学習等に活用

し、活気あふれる空間となった。 
また、昨年同様、教員のサポートアワーの１コマを、「教職センター」在室とする方法を取り、

可能な限りLCを利用する学生に対応できる環境を整えた。将来的には、この部屋に常駐できる人

材が必要になってくると思われる。 

 
１２－４ 教員免許状更新講習を実施  
 本学は教育学部新設に伴い、2017 年度より文部科学省の認可を受けて免許状更新講習を開講した。

2018年度は、会場を東京都にある併設校に移して以下の要領で実施した。 

 開催地：開智日本橋学園中学校高等学校 
 開設時間：9:00～16:20 （各講習、修了認定試験及び受講者評価を含む） 
 受講料：1講座6000円（含教材費） 
 開設講習（担当講師・講習概要・講習期間）については資料12-4-1を参照。 
 ［資料12-4-1］ 

 
１２－５ 教職センター研究年報 １号の発行 
 「教職センター研究年報」第1号は、本学が求める実践的指導力育成に関わる研究報告（論文）、

及び教職センターが創立1年目にサポート内容として掲げた、インターンシップ・ボランティア活

動、実習関係、学習支援関係、キャリア支援関係等の各部門が行ってきたプロジェクト報告を掲載
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したものである。見えてきた課題を真摯に受け止め、今後に向けて教育学部教育学科専任教員全員

の協力を得て、教員養成における諸問題についてさらに研鑽を積んでまいりたい。 

発行日 2019年2月28日  

『開智国際大学教職センター研究年報』刊行規定・投稿規定要領については、資料12-5-1を参照。 

 ［資料12-5-1］ 

 

１３．管理運営 

本学は緑に囲まれた閑静な住宅地内に位置する。この地域は住居専用地域に指定されているため、

高さ10ｍ以上の建物が建てられないという制限等がある。よって設備の拡充には制約があり、校舎

面積は充分に余裕があるとは言えないが、大学設置基準上必要とされる面積は校地・校舎ともに満たし

ている。 

 

１３－１ 校地、校舎等の面積 

 ［資料13-1］ 

 

 

１３－２ 講義室、演習室、学生自習室等の概要 

  [資料13-2]   

 

 

１３－３ 管理運営体制                        

 ［資料13-3］ 
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